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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

 

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成22年2月 平成23年2月 平成24年2月 平成25年2月 平成26年2月

売上高 (千円) 4,244,123 4,129,125 4,272,156 5,010,468 5,337,288

経常利益 (千円) 231,304 82,825 238,112 359,060 215,081

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) △159,112 25,370 105,053 211,316 128,967

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― －

資本金 (千円) 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

発行済株式総数 (株) 400,000 400,000 400,000 1,200,000 1,200,000

純資産額 (千円) 286,006 300,487 373,187 826,622 896,032

総資産額 (千円) 2,191,295 2,050,433 1,991,593 2,224,729 2,286,304

１株当たり純資産額 (円) 866.69 910.57 376.96 693.18 751.39

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
50.00 100.00 100.00 50.00 50.00
(―) (―) (―) (―) (－)

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) △430.38 76.88 106.12 212.56 108.15

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― 211.25 107.79

自己資本比率 (％) 13.1 14.7 18.7 37.2 39.2

自己資本利益率 (％) ― 8.7 31.2 35.2 15.0

株価収益率 (倍) ― ― ― 18.2 17.3

配当性向 (％) ― 130.1 31.4 23.5 46.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 31,985 494,448 199,723 34,210

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △41,045 29,212 20,094 △182,775

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △96,605 △378,523 45,860 △76,876

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― 135,953 281,090 546,769 321,328

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用人員〕

(名)
198 219 233 236 229

〔61〕 〔66〕 〔63〕 〔61〕 〔64〕
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(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第45期の財務諸表については、連結対象子会社がありましたが、連結財務諸表を作成しておりません。

３ 第45期の当期純損失の要因は、連結対象子会社を吸収合併したことより生じた損失によるものです。

４  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がありませんので記載しておりません。

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第45期は１株当たり当期純損失であり、また、第46

期、及び第47期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

６ 第45期から第47期の株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。

７  第45期の自己資本利益率及び配当性向は、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

８ 第45期については、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、営業活動によるキャッシュ・フ

ロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の

期末残高は記載しておりません。

９ 第46期以降の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任監査法人

トーマツにより監査を受けておりますが、第45期の財務諸表については、監査を受けておりません。

10 第48期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日

公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30

日）を適用しております。

平成24年９月27日付において普通株式１株につき３株の株式分割を行いましたが、第47期の期首に当該株式

分割が行われたものと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額を算定しております。

EDINET提出書類

協立情報通信株式会社(E27235)

有価証券報告書

 3/88



 

２ 【沿革】

年月 概  要

昭和39年６月 構内交換機（ＰＢＸ）の販売・施工業者として、東京都港区に協立電設を創業。

昭和40年６月 法人組織に改め、電気通信工事業として、協立電設株式会社（現：協立情報通信株式会社）を設

立（資本金550千円）。

昭和44年４月 日本電気株式会社の通信機器関連製品の販売を開始。

昭和46年３月 横浜営業所（現：神奈川支店）開設。

昭和49年５月 新宿営業所開設。

昭和51年３月 日本電気株式会社のＯＡ機器関連製品の販売を開始。

昭和59年４月 日本電気株式会社の特約店となる。

昭和60年４月 公衆電気通信法の改正で通信自由化となり、電気通信事業法に基づく情報通信サービスに参入。

昭和61年３月 株式会社オービックビジネスコンサルタント製品の販売を開始。パッケージ基幹業務ソフトの販

売事業に進出。

昭和63年11月 協立情報通信株式会社に社名変更。

平成２年10月 企業の情報活用のため、教育サポートサービスを開始。

平成６年２月 移動体通信機器販売への業容拡大のため、ドコモショップ西銀座店（現：ドコモショップ八丁堀

店）の運営を住友商事株式会社と共同展開。

        ６月 情報通信機器リースへの業容拡大のため、情報開発リース株式会社を設立。

平成８年９月 マイクロソフト株式会社（現：日本マイクロソフト株式会社）認定ソリューションプロバイダの

取得。

        10月 ドコモショップ三郷店開設。

平成11年１月 ドコモショップの業務委託に関する契約により、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（現：株式

会社ＮＴＴドコモ）二次代理店としてドコモショップ西銀座店及びドコモショップ三郷店の運営

を開始。

平成13年３月 常設デモスペースとして、東京ＩＴ推進センター（現：情報創造コミュニティー）を開設。

ドコモショップ西銀座店を八丁堀に移転、及びドコモ法人営業を展開。

平成14年２月 教育サポートサービスの充実化を図るため、東京ＩＴスクール（現：マイクロソフト／会計情報

ＯＢＣソリューションスクール）を情報創造コミュニティー内に開設。

マイクロソフト株式会社（現：日本マイクロソフト株式会社）製コンテンツサービスを開始。

        ３月 ＩＳＯ9001認証を取得（ソリューション事業本部にて取得）。

平成16年１月 ＩＳＯ14001認証を取得（全社にて取得）。

平成18年６月 日本電気株式会社製品の販売強化のため、日本電気株式会社製通信機器販売会社である東名情報

サービス株式会社を100%子会社化。

平成19年３月 ＩＳＯ27001認証を取得（管理本部及びソリューション事業本部にて取得）。

平成21年９月 東名情報サービス株式会社を吸収合併。

平成22年２月 情報開発リース株式会社を吸収合併。

平成25年２月 大阪証券取引所（現：東京証券取引所） ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場。

平成25年６月 情報創造コミュニティーを拡張リニューアルし、ＮＥＣソリューションスクールとdocomoソ

リューションスクールを新設。

平成26年１月 ドコモショップ八潮駅前店を移転。
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３ 【事業の内容】

当社は、中堅・中小企業を中心とした法人及び官公庁等向けに情報通信システムの構築やソフトウェアなどのＩＣ

Ｔ（*1）システムの販売・構築・導入・保守、情報を活用するための教育・運用サポートサービスを軸とするソ

リューション事業と、移動体通信機器等の店舗販売及び法人営業を行うモバイル事業を行っております。

ソリューション事業においては、基幹系を中心とした情報システムの提案や導入支援、また音声サーバを中心とし

た通信システムの設計・構築・保守を行っています。システム導入後、システムやソフトウェア等のツール活用、及

び、そこで得られた情報を活用するための教育・運用サポートサービスを行うことで、顧客の経営に資するＩＣＴ及

び情報の利活用の向上について支援を行っております。

モバイル事業においては、ドコモショップの運営による個人顧客を対象とした携帯電話等の店舗販売のほか、法人

顧客を対象にスマートフォンやタブレット端末等の活用をはじめとしたモバイルソリューションを提供し、ソリュー

ション事業との連携を図ることによって、顧客におけるＩＣＴ及び情報の効率的、効果的活用を支援しております。

また、当社では、中堅・中小企業が抱える様々な経営課題に対し、ＩＣＴの活用で効果的な解決を図るため、当社

が提供する総合的なサービス体系である「経営情報ソリューションサービス(*2)」を実体験できる場として、東京都

中央区八丁堀に「情報創造コミュニティー(*3)」を設置し、各種フェア・セミナーを開催するほか、最新の情報シス

テムの紹介や導入前の検証、ＩＣＴ及び情報活用に関する情報提供、教育サポートサービスなどを実施しておりま

す。

当社セグメントの具体的な内容は、次のとおりであります。

 

＜ソリューション事業＞

当事業では、法人顧客向けに、情報活用による企業の活性化といった課題解決に応えるため、情報通信システム

や会計情報システムを中心とした、ＩＣＴシステムの販売や導入、保守・運用サポートに関するサービスを提供し

ております。

また、クラウド・サービス(*4)など、最新のＩＣＴシステムの導入に関するコンサルティングをはじめ、中堅・

中小企業のＩＣＴ及び情報の利活用促進のため、情報システム機器のレンタルや、情報活用能力育成を図る教育サ

ポートサービス等を推進しております。

当事業は、大きく分けて情報通信システム事業と会計情報ソリューション事業に二分され、両事業が連携して各

種サービスを提供しております。

 

①  情報通信システム事業

企業活動の活性化を目的として、日本電気株式会社の音声サーバ（*5）を中心とする通信インフラや情報イ

ンフラの構築・保守・運用サポートサービス、並びに、スマートフォンなどのモバイル端末やクラウド・サー

ビスと連携し、情報活用を創造・活性化するソリューションを提供しております。

 

②  会計情報ソリューション事業

会計情報ソリューションに関するサービスを顧客へ提供するため、株式会社オービックビジネスコンサルタ

ントのＯＢＣ奉行シリーズ(*6)を利用した、基幹システムの提案、販売、導入、保守・運用サポートサービス

のほか、日本マイクロソフト株式会社のクラウド・サービスである「Office365(*7)」と会計情報との連携活用

の提案、提供サービス等を手掛けております。
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サービス提供プロセス

当社が提供する、ソリューション案件への活動フローは次のとおりであります。

「情報創造コミュニティー」をベースに、組織的な顧客提案やフォローアップ活動を行っております。

　

　

[用語解説] 

(*1) 「ＩＣＴ（Information and Communication Technology）」とは、情報と通信に関する技術の総称です。

(*2)「経営情報ソリューションサービス」とは、情報通信システムソリューション、会計情報ソリューション、クラウドソリューション、ス

マートフォンソリューション、情報活用レンタルソリューション、情報活用教育ソリューションなどから構成された、情報インフラの

構築から情報コンテンツの提供、具体的な情報活用方法に関する教育に至るまで、経営情報の利活用をサポートするために当社がワン

ストップで提供する総合的なサービス体系です。

(*3) 「情報創造コミュニティー」とは、「情報をつくる、未来をひらく」をコンセプトに、当社の「経営情報ソリューションサービス」を

実体験できる施設です。

また、顧客の経営課題の解決に向け、ＩＣＴ活用文化の向上と社員の情報活用能力形成を目的として、マイクロソフト／会計情報ＯＢ

Ｃ／ＮＥＣ／docomoソリューションスクールを併設しております。

(*4) 「クラウド・サービス」とは、ソフトウェアやハードウェアなどのネットワークインフラ、又はデータファイルなどを、インターネッ

ト網を経由して利用するさまざまなサービスを指します。

(*5) 「音声サーバ」とは、日本電気株式会社の「ＵＮＩＶＥＲＧＥ」シリーズに代表される電話交換システム（ＩＰ－ＰＢＸ）です。

(*6) 「ＯＢＣ奉行シリーズ」とは、株式会社オービックビジネスコンサルタントが開発した販売管理・財務会計・人事給与などを中心とし

た、中堅・中小企業向け基幹システムのパッケージソフトの総称です。

(*7) 「Office365」とは、日本マイクロソフト株式会社のOffice（ビジネス用アプリケーションソフトを1つにまとめたパッケージ製品） と

ともに、メール、ファイル共有、Web 会議等、グループウェア機能をオールインワンで提供するクラウド・サービスです。　
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＜モバイル事業＞

当事業では、株式会社ＮＴＴドコモ（以下、「ＮＴＴドコモ」）及び株式会社ティーガイア（以下、「ティーガ

イア」）との間で締結している「ドコモショップの業務再委託に関する覚書」に基づき、ＮＴＴドコモの一次代理

店であるティーガイアから再委託を受け二次代理店としてドコモショップを運営しており、法人顧客及び個人顧客

に対するタブレット端末、スマートフォン、フィーチャーフォン、モバイルWi-Fiルータ(*1)等の販売、サービスの

契約取次(*2)、料金プランのコンサルティング、故障受付、通信料金の収納などを行っております。

ドコモショップを運営する事に対する対価として、ＮＴＴドコモから手数料(*3)と支援費（*4）を、一次代理店

であるティーガイアを経由して受け取っております。

また、ＮＴＴドコモの各支店(*5)が独自に管轄内の店舗向けに設定した販売関連のインセンティブや支援費(*6)

については、ＮＴＴドコモから直接受け取っております。

その他、顧客からは販売代金の他に預り金として通信料金及び修理代金(*7)を授受しております。

 

①  法人サービス事業

ＮＴＴドコモの代理店業務として、法人顧客向けにスマートフォンやフィーチャーフォン、タブレット端

末等の販売や、料金プランのコンサルティング、サービスの契約取次、故障受付、並びに、モバイルソ

リューションの提案・販売を行っております。

 
②  店舗事業

当社が運営するドコモショップにて、個人顧客向けにＮＴＴドコモ携帯電話や携帯電話アクセサリー等の

販売、料金プランのコンサルティング、サービスの契約取次、通信料金の収納代行、故障受付などのアフ

ターサービス等を行っております。

 
  （当社が運営するドコモショップ一覧）

店舗名 所在地

ドコモショップ八丁堀店 東京都中央区八丁堀二丁目23番１号

ドコモショップ三郷店 埼玉県三郷市幸房131番地１

ドコモショップ日本橋浜町店 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目14番５号

ドコモショップ八潮駅前店 埼玉県八潮市大字大瀬879番地１

ドコモショップ吉川店 埼玉県吉川市栄町704番地

ドコモショップ三郷インター店 埼玉県三郷市天神二丁目51番１号
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[用語解説]

(*1) 「モバイルWi-Fiルーター」とは、携帯電話の通信ネットワークを利用しインターネットに無線LANで接続することが出来る可搬型ルー

ターを指します。

(*2) 「サービスの契約取次」とは、留守番電話やスマートフォン向けワンセグ放送など各種サービスの取次業務です。

(*3) 「手数料」とは、当社が一次代理店に代わって移動体通信サービスへの加入契約の取り次ぎを行うことにより、一次代理店から支払わ

れる手数料です。手数料には加入手続きの取次の対価として支払われる手数料と、加入契約の取次後、一定条件を満たすことで継続的

に受け取ることが出来る手数料があります。

(*4) ここで言う「支援費」とは、人員確保や店舗維持を目的に社員の勤続年数等や店舗規模等に応じ一次代理店から受け取る支援費を言い

ます。

(*5) 「支店」とは、ＮＴＴドコモの支店のことです。当社が運営するドコモショップは、八丁堀店、日本橋浜町店がＮＴＴドコモ丸の内支

店に属しており、三郷店、八潮駅前店、吉川店、三郷インター店はＮＴＴドコモ埼玉支店に属しています。

(*6) ここで言う「支援費」とは、販売促進を目的に折込広告やイベント等に応じＮＴＴドコモの各支店から受け取る支援費を言います。

(*7) 顧客が支払った通信料金は全額一次代理店を経由してＮＴＴドコモに支払うため、預り金となります。また故障受付については、ドコ

モショップでは受付のみを行っており、顧客から収受した修理代金は一次代理店を経由してＮＴＴドコモに支払うため、預り金となり

ます。いずれの場合も代行業務を行ったことに対する手数料を受け取っています。
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事業の系統図は次のとおりです。

 

　

EDINET提出書類

協立情報通信株式会社(E27235)

有価証券報告書

 9/88



 

４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成26年２月28日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

229〔64〕 34.3 9.4 4,493
 

 

セグメントの名称 従業員数（人）

ソリューション事業 83 〔3〕

モバイル事業 114 〔56〕

全社（共通） 32 〔5〕

合計 229 〔64〕
 

(注)  １  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

２  従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員（派遣社員、契約社員等）の年間平均雇用人員であります。

３  全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(2) 労働組合の状況

当社には労働組合はありませんが労使関係については円滑な関係にあり、特筆すべき事項はありません。

　

EDINET提出書類

協立情報通信株式会社(E27235)

有価証券報告書

10/88



第２ 【事業の状況】

 

１【業績等の概要】

（１） 業績

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済・金融政策の効果による円安・株高を背景に、企業業績や個人

消費が改善し、緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社の事業領域でありますＩＴ関連業界におきましては、メインフレームや端末（第１のプラットフォー

ム）、ＰＣやクライアントサーバシステム（第２のプラットフォーム）に続く、「第３のプラットフォーム」と

言われる「クラウド」、「モバイル（モビリティ）」、「ビッグデータ」、「ソーシャル」といった要素が注目

を集め、企業においてもこれらの要素を組み合わせ、ビジネスへの相乗効果を高める「ＩＴの利活用」に取り組

む動きが高まってきています。

このような事業環境のなか、当社は、日本電気株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、株式会社オービックビジネ

スコンサルタント及び日本マイクロソフト株式会社等のパートナー企業の製品・サービスを融合し、中堅・中小

企業を中心に「①情報インフラ」、「②情報コンテンツ」、「③情報プラクティカルユース」の３つの分野を総

合した「経営情報ソリューションサービス」をワンストップで提供することで、ＩＣＴ（情報通信技術）活用に

よる業務の効率化・合理化を提案し、情報や知識の共有・活用による企業価値創造のサポートに取り組んでまい

りました。また、株式会社ＮＴＴドコモの一次代理店である株式会社ティーガイアの代理店としてドコモショッ

プを運営し、個人顧客を対象とした携帯電話等の店頭販売のほか、法人顧客を対象にスマートフォン、タブレッ

ト端末など、スマートデバイスの活用をはじめとしたモバイルソリューションを提供してまいりました。

しかしながら、移動体通信事業者からの受取手数料の減少などに起因するモバイル事業の不振が響き、売上総

利益は計画を大幅に下回りました。

また、販売費及び一般管理費においては、上場維持に伴う関連費用及び平成25年６月の情報創造コミュニ

ティーのリニューアルに伴う賃料・修繕費、平成26年１月のドコモショップ八潮駅前店の移転・改装に伴う費用

等が増加しました。

この結果、当事業年度の業績は、売上高5,337,288千円（前期比6.5％増）となり、営業利益214,428千円（同

41.2％減）、経常利益215,081千円（同40.1％減）、当期純利益128,967千円（同39.0％減）となりました。

 
事業セグメント別の状況は次のとおりです。

①ソリューション事業

ソリューション事業におきましては、ＯＢＣ基幹パッケージソフトの奉行21Ver.Ⅳシリーズの開発元のサポー

トが平成26年４月に終了することを受け、ネットワーク版へのバージョンアップ提案と関連する追加ソリュー

ションの提案が功を奏したほか、マイクロソフトのＯＳ「Windows XP」が平成26年４月にサポートを終了するこ

とに向けたパソコンの入れ替え及びＬＡＮ環境の再構築も堅調に推移しました。

また、スマートフォン、タブレット端末など、スマートデバイスの急速な普及に伴う企業内の情報活用に特化

した新たなサービスへの期待が拡大するなか、スマートフォンを活用したユニファイドコミュニケーションやク

ラウド・サービス、セキュリティ対策等の提案により、音声サーバ等の需要が堅調でした。

一方、当社の提供するソリューションを実体験していただける情報創造コミュニティーのリニューアル等によ

り販売費及び一般管理費が増加しました。

この結果、ソリューション事業では、売上高1,751,661千円（前期比1.5％増）、セグメント利益（営業利益）

211,077千円（同5.4％減）となりました。

 

②モバイル事業

モバイル事業におきましては、主要移動体通信事業者３社が米国アップル社の「iPhone」を取り扱うことに

なったことにより、顧客の獲得競争は一段と激しさを増してきております。

当社においても、新型「iPhone」発売前の買い控え等により夏季商戦において販売実績が計画を下回るととも

に、発売後も売れ筋商品の入荷待ち等の影響により、携帯電話販売台数は計画を大幅に下回る結果となりまし

た。第４四半期以降は在庫不足も解消し、ＳＤカードや携帯電話用アクセサリー等の携帯電話関連商材の拡販に

努めましたが、移動体通信事業者からの受取手数料の減少などが原因で、売上総利益は計画を大幅に下回りまし

た。

EDINET提出書類

協立情報通信株式会社(E27235)

有価証券報告書

11/88



この結果、モバイル事業では、売上高3,585,627千円（前期比9.2％増）、セグメント利益（営業利益）3,351

千円（同97.6％減）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は321,328千円となり、前事業年

度末と比べ225,441千円減少となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。

 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

営業活動の結果、増加した資金は34,210千円（前期は199,723千円増加）となりました。これは主に、売上債権

の増加額121,663千円及び法人税等の支払額163,163千円により減少しましたが、税引前当期純利益223,949千円の

計上、減価償却費62,187千円の計上、仕入債務の増加額64,314千円により増加した結果によるものであります。

 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

投資活動の結果、減少した資金は182,775千円（前期は20,094千円増加）となりました。これは主に、定期預金

の払戻による収入48,116千円及び有形固定資産の売却による収入25,437千円により増加しましたが、定期預金の

預入による支出48,116千円及び有形固定資産取得による支出199,412千円により減少した結果によるものでありま

す。

 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

財務活動の結果、減少した資金は76,876千円（前期は45,860千円増加）となりました。これは主に、短期借入

金の増加額100,000千円により増加しましたが、長期借入金の返済による支出76,532千円、社債の償還による支出

40,000千円及び配当金の支払59,198千円により減少した結果によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は生産活動を行っていないため、生産実績の記載を省略しております。

 

(2) 仕入実績

当事業年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称

当事業年度
(自 平成25年3月1日
至 平成26年2月28日)

仕入高(千円) 前期比(％)

ソリューション事業 569,148 107.4

モバイル事業 2,487,030 120.4

合計 3,056,178 117.8
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 受注実績

当社は受注生産を行っていないため、受注実績の記載を省略しております。

 

(4) 販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称

当事業年度
(自 平成25年3月1日
至 平成26年2月28日)

販売高(千円) 前期比(％)

ソリューション事業 1,751,661 101.5

モバイル事業 3,585,627 109.2

合計 5,337,288 106.5
 

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
 

相手先

前事業年度
（自 平成24年3月1日

    至 平成25年2月28日）

当事業年度
（自 平成25年3月1日

    至 平成26年2月28日）

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ティーガイア 2,784,822 55.6 3,067,464 57.5
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３ 【対処すべき課題】

当社は、経営環境や経営課題の変化に柔軟に対応できるよう経営体制を整備し、売上拡大と収益力の向上を図るた

め、次の事項に取り組んでまいります。

 

(1) 最新ＩＣＴサービスの創造

ＩＣＴの進展に伴うスマートフォンやクラウド・サービス等の普及により、情報インフラを所有する時代から利

用する時代へ変化するなか、最新ＩＣＴの活用価値を研究し、独自のサービスメニューを創造していくことが課題

であります。

当社は、平成25年６月にリニューアルした「情報創造コミュニティー」における「経営情報ソリューションサー

ビス」の実体験や情報活用教育等を通じて、顧客やパートナー企業と共に情報の活用価値を創造するとともに、顧

客の情報化を支援するサービスを創造してまいります。

 

(2) 自律型人材の確保・育成

当社では、当社の経営方針を的確に捉え、主体的に行動できる人材（自律型人材）の確保が重要な課題と認識し

ております。今後も、幅広い人材の採用に取り組むとともに、ソリューション提案力や販売スキル、技術スキルを

持ったプロフェッショナルな人材を育成し、ビジネスを実践するうえで必要な「知」と「行動力」及び「コミュニ

ケーション力」を養うための制度や環境の整備に努めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、財政状態等に影響を与える可能性があると考えられる代表的なリスクは以下の通りです。これら

の項目はリスクのうち代表的なものであり、実際に起こりうるリスクは、これらに限定されるものではありません。

なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものです。

 

(1) 特定の仕入先・取引先への依存について

① ソリューション事業

ソリューション事業では、日本電気株式会社及び株式会社オービックビジネスコンサルタントを重要なパート

ナー企業として、これらの会社との間で販売許諾及び販売支援等に関する契約を締結しており、これらの企業から

の仕入が当社ソリューション事業における仕入の大部分を占めております。

 

平成26年２月期仕入実績                  　　                        （単位：千円）

仕入先 仕入金額 シェア

日本電気株式会社 298,668 52.5%

株式会社オービックビジネスコンサルタント 113,608 20.0%

その他 156,871 27.5%

合計 569,148 100.0%
 

 

そのため、何らかの事情により契約が解除され、製品等の供給が受けられない事態となり、しかも代替品の供

給が遅れ、又は調達不可能な状態に陥った場合、当社の経営に影響を受ける可能性があります。

 

② モバイル事業

当社は、株式会社ＮＴＴドコモ（以下、「ＮＴＴドコモ」）及び株式会社ティーガイア（以下、「ティーガイ

ア」）との間の「ドコモショップの業務再委託に関する覚書」等に基づきＮＴＴドコモの二次代理店としてドコ

モショップの運営及び携帯電話等の法人向け販売を行っており、その仕入及び販売のほぼ１００％がドコモブラ

ンドに依存しております。

当社はＮＴＴドコモ及びティーガイアとは良好な関係を維持しておりますが、何らかの解除事由が発生し、両

社との契約が解除される、又は、取引条件が当社に不利な方向に大幅に変更される場合、当社の経営に影響を受

ける可能性があります。

また、ＮＴＴドコモがドコモショップの運営や商品ラインアップ、広告宣伝に関する方針及び戦略、料金プラ

ン等を変更した場合、並びに、他の通信キャリアに比較してドコモブランドの魅力が相対的に低下した場合、当

社の経営に影響を受ける可能性があります。

 

(2) 固定資産に関する減損について

固定資産につきましては取得時に資産性を慎重に判断した上で資産計上しておりますが、取得時に見込んでい

た将来キャッシュ・フローが十分に得られない場合、又は回収可能性に疑義が生じた場合には、減損損失の認識

を行っております。今後、追加的に多額の減損損失又は引当金の計上を行う場合、当社の経営に影響を受ける可

能性があります。

 

EDINET提出書類

協立情報通信株式会社(E27235)

有価証券報告書

15/88



 

(3) 人材の確保と育成について

当社は、顧客に対して最適な商品やサービス及びソリューションを提供できる戦力となる人材を確保するため、

定期的な新卒採用や業務経験者の中途採用を行うほか、従業員教育の徹底や必要な資格取得の奨励など、当社事業

の発展に貢献する人材育成を行っております。

しかしながら、人材の確保や育成が当社の計画通りに進捗しない場合、或いは優秀な人材が多数退職してしまっ

た場合には、当社の経営に影響を受ける可能性があります。

 

(4) 法的規制等について

当社が行う事業では、「電気通信事業法」、「建設業法」（電気通信工事業）、「下請代金支払遅延等防止

法」、「独占禁止法」（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律）、「景品表示法」（不当景品類及び不

当表示防止法）、「個人情報保護法」、「携帯電話不正利用防止法」（携帯音声通信事業者による契約者等の本人

確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律）、「著作権法」及びその他の関連法令の規制を受

けております。

当社は、上記法令等を遵守するために従業員への教育・啓発を含めた社内管理体制の強化に努めておりますが、

万が一法令違反が生じた場合や、法的規制が大幅に追加・変更された場合には、当社の経営に影響を受ける可能性

があります。

 

(5) 情報管理について

当社では、業務に関連して多数の個人情報及び企業情報を保有しております。情報管理に関する全社的な取り組

みとして、情報セキュリティ基本方針や個人情報保護方針のための行動指針を定め、社内規程を整備するととも

に、従業員に秘密保持誓約書の提出を義務付けた上で、社内研修を通して情報管理への意識向上に努め、外部への

情報漏洩を未然に防ぐ措置を講じております。

また、本社並びにソリューション事業の各事業所では、「ＩＳＯ27001（情報セキュリティ）」の認証を取得し、

社内情報資産のリスク分析を行い、必要に応じて改善策を講じる等、情報管理の徹底に努めております。

更に、モバイル事業の各店舗・事業所においては、ＮＴＴドコモが定める情報資産の管理方法に準拠した教育と

業務監査を受けております。

しかしながら、これらの施策にもかかわらず個人情報や企業情報が漏洩した場合、民事・刑事責任の負担、社会

的信用の失墜のみならず、主要パートナー企業との契約解除などに繋がる恐れもあり、当社の経営に影響を受ける

可能性があります。

 

(6) 自然災害等について

当社の本社、各事業所及び店舗は、首都圏近郊に集中しております。

そのため、首都圏における大規模な地震、火災その他の自然災害や停電等が発生し、当社の各事業所や各店舗が

損壊し、事業継続が困難な状況に陥った場合、又、自然災害等に起因して顧客データの喪失、インフラ麻痺等が生

じた場合は、顧客対応の遅延など当社のサービス体制に大きな支障が生じ、当社の経営に重大な影響を受ける可能

性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

販売に関する契約

相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

日本電気株式会社  （日本） 販売特約店契約
・特約店としての販売許諾

・販売協力、支援

昭和59年４月１日から

昭和60年9月30日まで

以降、１年毎の自動更新

（昭和44年４月販売開始）

株式会社オービックビジネスコ

ンサルタント  （日本）
販売代理店基本契約

・特約店としての販売許諾

・新ＥＲＰライセンス

　取得パートナー

・ユースウェアライセンス

　取得パートナー

平成19年11月21日から

平成20年11月20日まで

以降、１年毎の自動更新

（昭和61年３月販売開始）

株式会社ＮＴＴドコモ

（日本）
特約店取引基本契約 ・特約店としての販売許諾

平成14年４月22日から

平成15年３月31日まで

以降、１年毎の自動更新

（平成６年２月ドコモショップの

運営開始）

株式会社ＮＴＴドコモ

（日本）

株式会社ティーガイア

（日本）

ドコモショップの業務再委託

に関する覚書

・ドコモショップ業務の許諾

（３社契約）

平成24年７月１日から

平成25年３月31日まで

以降、１年毎の自動更新

（平成11年１月二次代理店として

運営開始）

日本マイクロソフト株式会社 

（日本）
パートナーネットワーク契約 ・販売協力、サポート支援

平成24年12月28日から

平成26年5月31日まで

（平成８年９月サービス開始）

株式会社ティーガイア

（日本）

移動体通信サービス代理店

契約
・代理店契約

平成25年12月１日から

平成26年11月30日まで

以降、１年毎の自動更新

株式会社ティーガイア

（日本）

移動体通信サービス代理店契

約の一部変更に関する契約書
・上記代理店契約の一部変更

平成25年12月１日から

平成26年11月30日まで

以降、１年毎の自動更新
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。

 

（１）重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５  経理の状況  １財務諸表等

  （１）財務諸表  重要な会計方針」に記載されているとおりであります。

 

（２）財政状態の分析

①流動資産

当事業年度末における流動資産残高は1,256,127千円となり、前期と比べ53,117千円の減少となりまし

た。主たる要因は、売掛金が113,405千円、リース投資資産が51,577千円及び仕掛品が19,821千円増加しま

したが、現金及び預金が225,439千円及び商品が18,204千円減少した結果によるものであります。

②固定資産

当事業年度末における固定資産残高は1,030,176千円となり、前期と比べ114,692千円の増加となりまし

た。主たる要因は、土地が16,508千円減少しましたが、建物（純額）が122,652千円及び構築物（純額）が

12,118千円増加した結果によるものであります。

③流動負債

当事業年度末における流動負債残高は798,729千円となり、前期と比べ27,605千円の増加となりました。

主たる要因は、１年内返済予定の長期借入金が41,396千円、未払金が15,964千円、未払法人税等が71,384千

円及び未払消費税等が15,336千円減少しましたが、買掛金が78,356千円及び短期借入金が100,000千円増加

した結果によるものであります。

④固定負債

当事業年度末における固定負債残高は591,542千円となり、前期と比べ35,441千円の減少となりました。

主たる要因は、リース債務が35,029千円増加しましたが、社債が40,000千円及び長期借入金が35,136千円減

少した結果によるものであります。

⑤純資産

当事業年度末における純資産残高は896,032千円となり、前期と比べ69,410千円の増加となりました。主

たる要因は、配当金の支払いにより59,625千円減少しましたが、当期純利益の計上により128,967千円の増

加した結果によるものであります。
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（３）経営成績の分析

①売上高及び営業利益

売上高は5,337,288千円となり、前期と比べ326,820千円の増加となりました。

ソリューション事業においては、ＯＢＣ基幹パッケージソフトの奉行21Ver.Ⅳシリーズ及びマイクロソフ

トのＯＳ「Windows XP」が平成26年４月にサポートが終了することに向けた、バージョンアップ、パソコン

等入れ替え、ＬＡＮ環境の再構築や電話交換設備とスマートフォン活用などの需要が堅調に推移したことに

より、売上高は1,751,661千円となり、前期と比べ25,838千円の増加となりました。

モバイル事業においては、移動体通信事業者からの受取手数料が減少しましたが、「iPhone」に代表され

るスマートフォン等の販売価格が高額化したことに加えＳＤカードや携帯電話用アクセサリー等の携帯電話

関連商材が好調であったことにより3,585,627千円となり、前期と比べ300,982千円の増加となりました。

売上原価は3,558,015千円となり、前期と比べ461,150千円の増加となりました。主たる要因は、モバイル

事業において機器の売上原価が増加したことに伴いモバイル売上原価が460,981千円増加したことによるも

のです。

この結果、当事業年度の売上総利益は、1,779,273千円となり、前期と比べ134,329千円の減少となりまし

た。

販売費及び一般管理費は1,564,844千円となり、前期と比べ16,114千円の増加となりました。主たる要因

は、上場維持に伴う関連費用、平成25年６月の情報創造コミュニティーのリニューアルに伴う賃料・修繕費

及び平成26年１月のドコモショップ八潮駅前店の移転・改装に伴う費用が増加したことによるものです。

この結果、当事業年度の営業利益は214,428千円となり、前期と比べ150,444千円の減少となりました。

②営業外損益及び経常利益

営業外収益は、13,063千円となり、前期と比べ4,000千円の減少となりました。

営業外費用は、12,411千円となり、前期と比べ10,465千円減少となりました。主たる要因は、前期に発

生した株式交付費及び株式公開費用が減少したことによるものです。

この結果、当事業年度の経常利益は215,081千円となり、前期と比べ143,979千円の減少となりました。

③特別損益及び税引前当期純利益

特別利益は、8,868千円となり、前期と比べ1,129千円の減少となりました。主たる要因は、当期は固定資

産の売却により固定資産売却益を計上しましたが、前期に計上した投資有価証券売却益が減少したことによ

るものです。

特別損失は、当期は発生しませんでした。

この結果、当事業年度の税引前当期純利益は223,949千円となり、前期と比べ145,108千円の減少となりま

した。

④法人税等（法人税等調整額を含む）及び当期純利益

法人税等92,788千円及び法人税等調整額2,194千円を計上した結果、当事業年度の当期純利益は128,967千

円となり、前期と比べ82,349千円の減少となりました。
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（４）キャッシュ・フローに関する分析

「第２  事業の状況  １  業績等の概要  (２)キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因については  「第２  事業の状況  ４  事業等のリスク」に記載しており

ます。

 

（６）経営戦略の現状と見通し

消費税増税による景気への影響や新興国の景気減速が懸念されるものの、景況感が改善していることから個人

消費は拡大し、企業業績の回復や2020 年の東京オリンピック開催決定による波及効果などにより、企業の設備

投資も伸びるなど、国内経済は引き続き回復に向かっていくことが予想されます。

　企業のＩＴ投資はやや減速するものの、特に「クラウド」、「セキュリティ」分野への投資を中心に、成長率

は引き続きプラス水準を維持するものと思われます。

このような環境のもと、当社は「情報創造コミュニティー」を営業活動の核と位置付け、情報インフラ、会計

情報など企業内の様々な情報を融合し活用するためのツール、さらに、それらのツールの活用に関するコンサル

ティングや教育サービスなど、企業のＩＴの利活用に資する経営情報ソリューションサービスをワンストップで

提供することに努めてまいります。

また、顧客の深耕やソリューションの横展開による営業効率の向上、保守等のストックビジネスの強化、業務

の効率化による販管費の削減を図ってまいります。

 
〔ソリューション事業〕

引き続き、マイクロソフト社の「Windows XP」や「Windows Server 2003」のサポート終了に伴い、切り替え

需要が見込まれます。また、「クラウド」、「セキュリティ」など、成長が予想される分野へのソリューション

提案を強化するとともに、最新のＩＣＴ環境を月額レンタルで利用できる情報活用レンタルソリューションの拡

販、運用サポートや教育サービスを含めた保守契約の獲得強化、パートナー協業の拡大を図ります。

 
〔モバイル事業〕

マイクロソフト社のクラウド・サービス「Office365」とタブレットを組み合わせた法人向けソリューション

提案を強化するとともに、運営するドコモショップ各店舗においては、固定費削減に努め、収益率の向上を図っ

てまいります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資等の金額は192,906千円であり、セグメント別に示すと、次のとおりであります。

 

(1) ソリューション事業

当事業年度の設備投資等は、情報創造コミュニティーの改装等に11,143千円、レンタル用機器に2,864千円の投資

を行っております。

 

(2) モバイル事業

当事業年度の設備投資等は、ドコモショップ八潮駅前店の移転に164,426千円、その他の店舗改装等に13,872千円

の投資を行っております。

 

２ 【主要な設備の状況】
平成26年２月28日現在

事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

工具、器具

及び備品

土地

(面積㎡)
リース資産車両運搬具 合計

本社

（東京都港区）

全社共通

ソリュー

ション事

業

本社機能

施設

販売業務

施設

10,380 2,169 ― ― 0 12,549
103　　

〔6〕

ＫＩＣ365館

（東京都港区）

全社共通

ソリュー

ション事

業

本社機能

施設
67,719 404

 197,590

(104.11)
― ― 265,714 ―

ドコモショップ

八丁堀店

(東京都中央区)

ソリュー

ション事

業

販売業務

施設
9,359 3,290 ― ― ― 12,650 ７　　　

モバイル

事業

店舗付属

設備等
9,564 5,757 ― ― ― 15,322

50　　　

〔11〕

ドコモショップ

三郷店

(埼玉県三郷市)

モバイル

事業

店舗付属

設備等
13,079 3,069 ― ― ― 16,148

24　　　

〔10〕

ドコモショップ

八潮駅前店

(埼玉県八潮市)

モバイル

事業

店舗建物、

附属設備
149,755 11,856 ― ― ― 161,612

13　　　

〔11〕

 

（注）１  現在休止中の主要な設備はありません。

２  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３ 主要な設備として、本社機能のある施設及び主要店舗を記載しております。

４ 従業員数の〔 〕は、臨時従業員（派遣社員、パートタイマー）の年間平均雇用人員を外書きしておりま

す。

５　ＫＩＣ365館は、事業用として当社が所有している建物であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定

年月

完成後の

増加能力総額

(千円)

既支払額

(千円)

本社

（東京都港区）
全社共通

社内基幹

システム
25,000 ―

自己株式処分

資金

平成26年

３月

平成27年

２月
（注）２

本社

（東京都内又は東

京都近郊）

全社共通 社員寮 60,000 ―

自己資金及び

自己株式処分

資金

平成26年

３月

平成27年

２月
（注）２

本社

（東京都港区）

ソ リ ュ ー

ション事業

事業用

レンタル

資産

37,000 ―
自己株式処分

資金

平成26年

３月

平成27年

２月
（注）２

 

 (注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　完成後の増加能力については、計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,800,000

計 4,800,000
 

 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,200,000 1,200,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数  100株
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準の株式

計 1,200,000 1,200,000 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

  平成24年９月27日臨時株主総会（平成24年９月27日臨時取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成26年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成26年４月30日）

新株予約権の数（個） 95（注）１ 93（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,500(注)１、２ 9,300(注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,500

（注）３
同左

新株予約権の行使期間 平成26年９月28日～

平成34年９月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）
(注)４ 同左

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取

得については、当社取締役

会の承認を要するものとす

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
(注)６ 同左

 

(注)１  新株予約権１個当たりの目的である株式数は100株であります。

２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、各新株予約権の行使により交付する株式数は、次の算式におい

て調整されるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割（または株式併合）の比率

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない各新株予約権の目的である株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとする。

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下、「合併等」という。）を行う場合、株式の

無償割当を行う場合、その他新株予約権の行使により交付する株式数の調整を必要とする場合には、当社は

必要と認める調整を行うことができるものとする。

３  新株予約権の行使時の払込金額

(1) 新株予約権の発行にかかる株主総会決議日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、それ

ぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割（または株式併合）の比率
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(2) 新株予約権の発行にかかる株主総会決議日以降、当社が行使価額を下回る価額により新たな普通株式

を発行し、または自己株式（普通株式に限る。以下同じ。）を処分する場合（会社法第194条の規定に

基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券または当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使の

場合を除く。）は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行

株式数
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から自己株式の数を

控除した数とし、また、自己株式の処分に伴う調整を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとする。

(3) 当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする場

合には、当社は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額

の調整をすることができる。

４  新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５  新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時におい

ても、当社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の退任又

は退職後の権利行使につき正当な理由があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権者の行使は認めない。ただし、

当社取締役会が特に認めた場合は、この限りではない。

(3) 新株予約権者は、その割り当てられた新株予約権個数のうち、その一部又は全部を行使することができ

る。ただし、新株予約権１個を分割して行使することはできない。

(4) 当社が発行する株式に係る株券が日本国内の金融商品取引所において上場されるまでは、新株予約権を

行使することはできない。

(5) その他の条件については、当社の株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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６  組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下、「組織再編行為」という。）をする場合は、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株

予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236

条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅するものとす

る。ただし、次の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、 (注)２に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、 (注)３に準じて決定する。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使すること

ができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

(注)５に準じて決定する。

(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)４に準じて決定する。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

(9) 新株予約権の取得条項

①  当社が消滅会社となる合併についての合併契約、当社が分割会社となる吸収分割についての吸収分

割契約若しくは新設分割についての新設分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換につい

ての株式交換契約若しくは株式移転についての株式移転計画が、当社株主総会で承認されたとき

（株主総会による承認が不要な場合は、当社取締役会決議がなされたとき）は、当社は、当社取締

役会が別途定める日をもって、新株予約権を無償で取得することができる。

②  新株予約権者がその保有する新株予約権を行使する前に、(注)５(1)の地位を喪失した場合であっ

て、当社取締役会が新株予約権を取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、ま

たは、新株予約権者がその保有する新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当該放棄の日

をもって、当社は新株予約権者が保有する新株予約権（一部放棄の場合には当該放棄にかかるもの

に限る。）を無償で取得することができる。

③  新株予約権者がその保有する新株予約権を行使する前に、死亡した場合であって、当社取締役会が

新株予約権を取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当社は新株予約権者が

保有する新株予約権を無償で取得することができる。

④  その他の取得事由及び取得条件については、新株予約権割当契約書の定めるところによる。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
　

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月27日

（注）
800,000 1,200,000 ― 200,000 ― ―

 

（注）株式分割（１株：３株）によるものであります。

 

(6) 【所有者別状況】

平成26年２月28日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 17 10 5 ― 871 904 ―

所有株式数
(単元)

― 52 738 3,737 35 ― 7,433 11,995 500

所有株式数
の割合(％)

― 0.4 6.1 31.2 0.3 ― 62.0 100.0 ―
 

（注）自己株式 7,500株は、「個人その他」に75単元含めて記載しております。
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(7) 【大株主の状況】

平成26年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日茂株式会社 東京都港区海岸一丁目６番１号 370,488 30.87

佐々木茂則 神奈川県横浜市旭区 362,773 30.23

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 39,500 3.29

佐々木綾子 神奈川県横浜市旭区 32,109 2.68

久野武男 東京都品川区 9,900 0.83

佐々木そのみ 神奈川県横浜市旭区 7,830 0.65

横山友亮 大阪府大阪市天王寺区 7,100 0.59

石井靖二郎 広島県福山市 7,100 0.59

佐々木道人 神奈川県横浜市瀬谷区 6,900 0.58

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 6,800 0.57

計 ― 850,500 70.88
 

（注）上記のほか当社所有の自己株式 7,500株（0.63％）があります。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　7,500

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,192,000
11,920 ―

単元未満株式
普通株式

500
― ―

発行済株式総数 1,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,920 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成26年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

協立情報通信株式会社

東京都港区浜松町

一丁目9番10号
7,500 ‾ 7,500 0.63

計 ― 7,500 ‾ 7,500 0.63
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、平成24年９月27日の臨時取締役会において決

議されたものであります。

決議年月日 平成24年９月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社の取締役 ４

当社の従業員 26

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
同上

 

（注）平成26年４月30日現在におきましては、付与対象者は退職により３名減少し、27名であり、新株発行予定数は

300株失効し、9,300株であります。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

 

【株式の種類等】 普通株式
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
（―）

― ― ― ―
     

保有自己株式数 7,500 ― 7,500 ―
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３ 【配当政策】

当社は、株主への還元を第一として、配当原資確保のため収益力を強化し、継続的かつ安定的な配当を年1回（期

末）行うことを基本方針としております。

当事業年度の業績と今後の事業展開を勘案しつつも、この方針に基づき、第49期事業年度の剰余金の配当につきま

しては、１株につき50円とさせていただきました。

当社における剰余金の期末配当の決定機関は、定時株主総会としております。また、当社は、取締役会の決議に

よって、毎年８月31日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

なお、内部留保資金の使途につきましては、経済環境の変化に備えた財務体質の強化並びに将来の事業展開を図る

ために有効活用していく予定であります。

（注）基準日が第49期事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成26年５月29日

定時株主総会
59,625 50

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月

最高(円) ― ― ― 5,700 4,680

最低(円) ― ― ― 3,725 1,650
 

(注) １ 最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における株価を記載しております。

２  当社株式は、平成25年２月20日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)に上場しております。それ

以前については、該当事項はありません。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成25年９月 10月 11月 12月 平成26年１月 ２月

最高(円) 2,960 2,540 2,349 2,173 2,080 2,002

最低(円) 2,219 2,250 2,001 1,830 1,930 1,650
 

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

役  名 職  名 氏  名 生年月日 略  歴 任  期
所有株式数
(株)

代表取締役

社長
－ 佐々木  茂則 昭和10年1月20日

昭和32年７月 陸上自衛隊  入隊

(注)１ 362,773

昭和36年１月 岩崎通信工事株式会社(現：岩通販

売株式会社)入社

昭和39年６月 協立電設を創業

昭和40年６月 協立電設株式会社（現：当社）を

設立

当社代表取締役社長(現任)

取締役

副社長

ドコモ事業

部長
久野 武男 昭和25年12月20日

昭和44年４月 当社入社

(注)１ 9,900

昭和59年５月 当社情報機器部長

昭和62年５月 当社取締役情報処理OA営業部長

平成11年５月 当社常務取締役総合企画室長

平成13年５月 当社専務取締役総合企画室長

平成15年６月 当社専務取締役情報ソリューション

サービス事業部長

平成19年11月 当社専務取締役ドコモ事業本部長

平成21年12月 当社専務取締役ソリューション事業

副本部長

平成22年３月 当社専務取締役ソリューション事業

本部長

平成22年12月 当社常務取締役ソリューション事業

副本部長

平成23年４月 当社常務取締役公共情報システム

事業部長

平成23年６月 当社常務取締役総合情報推進事業

部長

平成23年11月 当社常務取締役ドコモ事業部長兼

総合情報推進事業部長

平成24年３月 当社常務取締役ドコモ事業部長

平成25年５月 当社取締役副社長ドコモ事業部長

（現任）

常務取締役 管理部長 長谷川 浩 昭和32年3月4日

昭和54年４月

平成16年７月

平成19年７月

平成19年９月

平成22年４月

平成24年４月

平成25年５月

商工組合中央金庫入庫

同庫八戸支店長

同庫審査第二部上席審査役

同庫新木場支店長

当社入社 関連業務部長

当社取締役関連業務部長

当社常務取締役管理部長（現任）

(注)１ －

取締役
情報通信シス

テム事業部長
石崎  典夫 昭和30年3月3日

昭和54年４月 当社入社

(注)１ －

平成12年２月 当社企業ネットワーク営業部長

平成15年６月 当社企業ネットワーク事業部長

平成22年５月 当社取締役情報通信システム事業

部長

平成22年12月 当社取締役情報通信システム営業

部長

平成23年３月 当社取締役情報通信システム事業

部長

平成26年１月 当社取締役情報通信システム事業

部長　会計情報ソリューション事業

部管掌（現任）

取締役 関連業務部長 野村　宣男 昭和27年７月23日

昭和51年４月 当社入社

(注)１ 100

平成17年９月 当社マイクロソフトソリューション

事業部営業部長

平成19年６月 当社情報コンサル部長

平成20年８月 当社会計情報ソリューション事業

部長

平成21年３月 当社マイクロソフト推進事業部長

平成24年８月

 
当社会計情報ソリューション事業

部長

平成25年５月 当社取締役会計情報ソリューション

事業部長

平成26年１月 当社取締役関連業務部長（現任）
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役 名 職  名 氏  名 生年月日 略  歴 任  期
所有株式数
(株)

常勤監査役 － 中林  博 昭和20年7月3日

昭和43年４月 株式会社神戸製鋼所入社

(注)２ －

平成２年４月 同社人事部付KTIセミコンダクター

株式会社技術部長兼システム技術

室長

平成７年８月 同社電子情報事業本部企画管理部

次長

平成10年４月 同社経営企画部次長

平成11年４月 サイバネットシステム株式会社 

取締役兼アークシステム株式会社

監査役

平成12年10月 サイバネットシステム株式会社 

人事・総務部長

平成15年10月 同社人事・総務部長兼情報システム

部長

平成18年７月 データリンク株式会社常勤監査役

平成21年９月 当社監査役（現任）

監査役 － 井上  幸男 昭和18年10月28日

昭和41年４月 商工組合中央金庫入庫

(注)２ －

昭和61年８月 同庫鳥取支店長

昭和63年８月 同庫金沢支店長

平成２年８月 同庫営業推進部第一部次長

平成５年８月 同庫検査部上席検査役

平成７年８月 同庫組織推進部部長

平成９年４月 日本商工経済研究所株式会社出向

編集主幹

平成12年４月 中小企業事業団入社  嘱託職員

平成17年４月 当社入社  嘱託社員

平成21年５月 当社監査役（現任）

監査役 － 土家 瑞生 昭和18年7月27日

昭和42年４月 株式会社三和銀行（現：株式会社

三菱東京UFJ銀行）入行

(注)２ －

平成２年５月 同行麹町支店長

平成３年５月 同行市場営業部長

平成５年４月 サンワ・インターナショナルplc

（現：三菱UFJセキュリティーズイ

ンターナショナルplc）社長

平成６年４月 同行取締役兼サンワ・インターナ

ショナルplc（現：三菱UFJセキュリ

ティーズインターナショナルplc）

社長

平成９年５月 同行取締役京都支店長

平成10年６月 株式会社三和総合研究所（現：三菱

UFJリサーチ&コンサルティング株式

会社）常務取締役

平成12年６月 同社専務取締役

平成14年４月 株式会社UFJ総合研究所（現：三菱

UFJリサーチ&コンサルティング株式

会社）専務取締役

平成18年１月 三菱UFJリサーチ＆コンサルティン

グ株式会社取締役兼専務執行役員

平成19年６月 TIS株式会社監査役

平成20年４月 ITホールディングス株式会社常勤監

査役兼TIS株式会社監査役（非常

勤）

平成22年６月 ITホールディングス株式会社常勤

監査役

平成23年５月 当社監査役（現任）

計 372,773
 

(注) １ 平成26年５月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。

２ 平成24年９月27日開催の臨時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。

３ 監査役中林博と監査役土家瑞生は、社外監査役であります。

４ 取締役副社長久野武男は、代表取締役社長佐々木茂則の義弟であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、健全かつ効率的で透明性のある経営体制及び内部統制システムを整備・構築することが、経営の最重要

課題の一つであると位置づけております。そのため、法令遵守の徹底や職務権限の明確化、適時開示（タイムリー

ディスクロージャー）の体制を構築するとともに、監査役監査や内部監査の機能強化を図ってまいります。

 

②  企業統治の体制及び内部統制システムの整備の状況

イ．企業統治の体制

当社は、株主総会、取締役会、監査役会を設置するとともに、経営全般に関する重要方針を協議するための

経営会議、内部統制委員会、リスク・コンプライアンス委員会、内部監査室を設置しております。

〔取締役会〕

取締役会は、取締役５名により構成されており、月１回の定時取締役会開催に加えて、必要に応じて臨時取

締役会を適宜開催しております。

取締役会では、定款や法令で定められた事項の他、経営に関する重要事項についての審議・決定を行ってお

ります。

〔監査役会〕

監査役会は、監査役３名により構成されており、うち２名は社外監査役として監査役会を組織しておりま

す。各監査役は、取締役会及び社内の重要な会議への出席、取締役からの報告、資料の閲覧などをとおして、

企業経営やコンプライアンスについて専門的な見地から随時意見及び質疑を行い、経営監視を行っておりま

す。

〔経営会議〕

経営会議では、取締役、事業部長、監査役等が出席し、毎月業績の進捗に関する報告・協議の他、会社経営

全般に関する重要な方針や取締役会付議・報告事項等、経営に関わる重要事項について協議を行うとともに、

出席者相互の情報交換を通じて、業務執行上の意思疎通の円滑化を図っております。

〔内部統制委員会〕

内部統制委員会は、取締役５人で構成され、社長が委員長となり３ヵ月に1回以上開催し、取締役会が決定し

た基本方針に基づき、内部統制の体制の整備を行うとともに、運用状況を評価し、その改善を図っておりま

す。

〔リスク・コンプライアンス委員会〕

当社は、法令遵守及び倫理維持（コンプライアンス）を業務遂行上の最重要課題の一つとして位置づけてお

り、全社的にコンプライアンスを推進するために総括責任者や総括部署及び各部署にコンプライアンス責任者

を設置しております。

リスク・コンプライアンス委員会はコンプライアンス総括責任者、コンプライアンス責任者、内部監査室長

等が出席し、定例委員会を３ヵ月に１回以上開催し、コンプライアンスに関わる諸問題を討議し、改善活動に

繋げています。また、必要に応じて顧問弁護士等を招聘し、助言を受ける体制を構築しております。
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ロ．会社の機関・内部統制の関係図

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は次のとおりであります。

　

 

ハ．内部統制システムの整備の状況

当社は、以下のとおり、内部統制システムの基本方針を定めます。当社は、この基本方針に基づく内部統制

システムの整備・運用状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講じるほか、この基本方針についても、不断の

見直しによって改善を図り、より実効性のある内部統制システムの整備・運用に努めます。

 

(a)  取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（1）取締役及び使用人が、法令及び定款を遵守し、高い倫理観をもって行動するよう「企業倫理

綱　　　　　領」、「企業行動規範」及び「コンプライアンス規程」を定める。

（2）コンプライアンスとリスク管理を総合的に推進するために「リスク・コンプライアンス委員会」を

設置し、管理部担当取締役をコンプライアンス総括責任者として、コンプライアンスを推進する。

（3）取締役及び使用人からのコンプライアンスに係る申告等に応じる窓口を設置し、適切な運用を図

り、法令違反行為またはそのおそれのある事実の早期発見に努める。

 

(b)  損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（1）リスク管理については「経営危機管理規程」に定め、企業活動全般に係る個々のリスクの識別・分 

類・分析・評価・対応を行うため、「リスク・コンプライアンス委員会」でカテゴリー毎にリスク

管理責任者を決定し、リスク管理の推進・強化を図る。

（2）「リスク・コンプライアンス委員会」は、会社の事業に関する重大なリスクを認識したとき、また

は、重大なリスクの顕在化の兆しを認知したときは、速やかに内部統制委員会にその状況を報告す

るとともに、特に重要なものについては、取締役会および監査役会に報告する。

（3）大規模な事故、災害、不祥事等が発生した場合には、社長を本部長とし、「経営危機対策本部」を

設置し、必要な対策を講じる。
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(c)  取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（1）取締役会は、毎月1回開催し、関係法令、経営判断の原則及び善良なる管理者の注意義務等に基づ

き、経営に関する重要事項についての決定を行うとともに、取締役は、職務の執行状況について適

宜報告する。

（2） 取締役会で決定された年間予算の進捗状況については、取締役会で監督するほか、原則として毎月

1回開催する「経営会議」で報告を受け、要因分析と改善策の検討を行う。

（3）取締役会の決定に基づく業務執行は、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」に、その執行者や手

続きについて詳細に定める。

 

(d)  取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（1）株主総会及び取締役会等の重要会議の議事録、稟議書及び各帳票類等の重要書類は、「文書管理規

程」に従い適切に保存・管理する。

（2）情報のセキュリティ管理に関しては、「情報セキュリティ管理規程」及び「内部情報管理規程」を

定め、情報セキュリティの維持・向上のための施策を継続的に実施する。

 

(e)  監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び監査

役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

（1）監査役が監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、代表取締役は監査役と協議の

上、使用人を当該使用人として指名する。

（2）監査役が指定する補助すべき期間中については、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲され

るものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。

 

(f)  取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及びその他監査役

の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（1）取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて、随時その職務の執行状況及び内部統制の状況、重要

な委員会の活動等について報告を行う。

（2）主要な稟議書その他業務執行に関する重要な書類は、監査役の閲覧に供する。

（3）監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会に出席するほ

か、必要と認める重要会議に出席できる。
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(g)  財務報告の信頼性を確保するための体制

代表取締役を最高責任者とした財務報告に係る内部統制システムを構築・運用し、金融商品取引法その他

法令に基づき、そのシステムが適正に機能することを継続的に評価・維持・改善を行う。

 

(h)  反社会的勢力排除に向けた体制

（1）「企業倫理綱領」、「企業行動規範」に従い、反社会的勢力とは一切の関係を持たない。

（2）新規取引を開始する場合、反社会的勢力に関する担当部署である総務グループで反社会的勢力との

関与の有無を十分に調査し、調査の結果、反社会的勢力との関与が認められた場合、または関与の

可能性があると判断された場合は、取引を開始しない。

（3）反社会的勢力から接触があった場合は、「反社会的勢力対策規程」及び「反社会的勢力対策マニュ

アル」に従い、管理部担当取締役を総括責任者、管理部総務グループ長を対応責任者とし、所轄警

察、顧問弁護士とも緊密な連携を図り、迅速かつ組織的に毅然と対応する。

 

ニ．内部監査及び監査役監査の状況

当社では内部監査を行う組織として、社長直轄の内部監査室を設置し、専任者３名が、年間の内部監査計画

に基づき内部監査を実施し、その結果を取締役及び監査役に報告しております。

監査役は、監査方針、監査計画、監査方法及び監査業務の分担について、監査役会で協議の上策定しており

ます。

品質マネジメントシステムISO 9001、JIS Q 9001に基づく内部監査については、品質マニュアルに基づき、

内部監査員資格認定者が、ISO適用部署に対して年２回監査を実施し、その結果は社長に報告しており、指摘事

項の修正・是正措置を推進し、よりレベルの高い監査の実施を目指しております。

監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、当社の取締役会に出席する他、必要に応じて

各重要な会議に出席し、積極的に監査事項に関する意見を述べております。

なお、社外監査役 中林博氏は、これまでの職歴として、企画部門、管理部門を経験した他、取締役及び常勤

監査役として従事した経験があり、また、社外監査役 土家瑞生氏は、これまでの職歴として、都市銀行、シン

クタンクでの取締役、前職で監査役に従事した経験があり、ともに財務・会計に関する相当程度の知見を有し

ております。

内部監査室、監査役、会計監査人は、継続的な連携を図るため、内部監査の実施状況についての報告、その

他必要に応じて連絡会を開催するなど情報交換を行い、監査の有効性、効率性を高めております。

 

ホ．会計監査の状況

当社の会計監査は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、業務を執行した公認会計士の氏

名、監査業務に係る補助者の構成等は、以下のとおりであります。

・会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人

指定有限責任社員 業務執行社員 水野　雅史　 有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員  業務執行社員  澤田  修一    有限責任監査法人トーマツ

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士３名、その他４名
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ヘ．社外役員の状況

当社は、社外監査役２名（うち１名を常勤監査役）を選任しております。

社外取締役につきましては、社外監査役から取締役会において専門的かつ客観的見地に立った質問及び意見

をいただいており、監査役による経営の監視機能が充分に果たされているため、選任しておりません。

当社は、社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は定めておりませんが、当社

と特段の人的・経済的関係がなく、かつ専門的知識や経験に基づき当社の経営をモニタリングできる者を社外

監査役として選任しております。

社外監査役 中林博氏は、これまでの職歴から、財務・会計に関する相当程度の知見を有すると共に、監査に

関する幅広い知識と経験に基づき、客観的・中立的な立場で発言を行っております。また、当社との間に一般

株主と利益相反の生じるおそれのある人的関係、資本的関係又は取引関係及びその他の利害関係はありませ

ん。なお、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２の規定に基づき、同氏を独立役員に指定し

ております。

社外監査役 土家瑞生氏は、当社の取引先である株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の前身である株式会社三和銀行

及び三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社の前身である株式会社三和総合研究所の出身でありま

す。当社との間には株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行に対しては銀行取引約定書、また三菱ＵＦＪリサーチ＆コン

サルティング株式会社に対してはコンサルティング契約に基づく取引がありますが、取引の規模、性質に照ら

し、株主や投資者の判断に影響を及ぼすおそれはないと判断しております。同氏は、前職で監査役業務に従事

しており、会計監査並びに業務監査の経験を有しており、財務・会計に関する相当程度の知見と金融機関及び

会社の経営における長年の経験を有していることから社外監査役として選任しております。

社外監査役は、「ニ．内部監査及び監査役監査の状況」に記載のとおり、会計監査人及び内部監査室と意見

交換を行い、相互連携を図っております。

 

③  リスク管理体制の整備の状況

イ．リスク管理

当社では、リスク管理を経営上の重要な活動と認識し、各種のリスクに対応すべく管理体制の強化を推進し

ております。重大な経営危機が発生した際の対応方針として経営危機管理規程を定めており、社長を本部長と

する対策本部を設置して、情報の収集や対応策の検討や実施、再発防止策の策定等を講じるとともに、取締役

会への報告や必要な承認を受けることとしております。

 

ロ．コンプライアンス

当社では、コンプライアンスの体制の整備状況として、経営理念、社是、経営方針、企業倫理綱領、企業行

動規範をはじめとして、コンプライアンス規程、公益通報者保護規程、個人情報保護規程、セクシュアル・ハ

ラスメント防止規程等を制定し、社内研修を通じて全社員への浸透、啓蒙につとめております。

また、法令遵守に関する事項を協議するため、３ヵ月に１回以上の頻度でリスク・コンプライアンス委員会

を開催しており、各部門責任者をコンプライアンス責任者として推進しております。また、必要に応じて法律

顧問契約先の弁護士事務所から助言、指導を受ける体制を整えております。

 

EDINET提出書類

協立情報通信株式会社(E27235)

有価証券報告書

39/88



 

④  役員の報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数      

役員区分
報酬等の総

額（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）
基本報酬

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役 50,556 50,556 ― ― ― ６

監査役（社外監査役

を除く。）
3,450 3,450 ― ― ― １

社外監査役 9,900 9,900 ― ― ― ２
 

（注）１．期末日現在の取締役は６名、監査役は３名であります。

２．上記報酬等には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

（１）取締役の報酬について

取締役の報酬につきましては、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で、業績、個人の貢献度等を

総合的に勘案し、取締役会で決定しております。

（２）監査役の報酬について

監査役の報酬につきましては、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で、監査役の協議により決定

しております。

 

ロ．提出会社の役員ごとの報酬の総額等

報酬の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。

 

⑤  取締役及び監査役の責任

当社は、取締役及び監査役が職務の執行に当たり期待される役割を十分発揮できるよう、会社法第426条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任について、法令の限度において、取締役会の決議によって免除す

ることができる旨定款に定めております。

 

⑥  取締役及び監査役の定数

当社の取締役は７名以内とし、監査役は３名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑦  中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を可能にするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に

よって、毎年８月31日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。
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⑧  自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社

法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により、自己株式を取得することができる

旨を定款で定めております。

 

⑨  株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議については、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めておりま

す。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。

 

⑩  株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         １銘柄

貸借対照表計上額の合計額      530千円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

株式会社りそなホールディングス 1,000 425 取引関係の維持・発展

計 1,000 425  
 

 

(当事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

株式会社りそなホールディングス 1,000 530 取引関係の維持・発展

計 1,000 530  
 

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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（2） 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

24,000 5,000 25,000 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、株式上場に関連する助言・指導業

務及びコンフォート・レターの作成業務であります。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

 

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方法としましては、監査公認会計士等の監査計画・監査内

容・監査に要する時間等を基に算出された見積もり監査報酬額の妥当性を吟味し、監査役の同意を得て、取締

役会の決議によって決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１  財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成25年３月１日から平成26年２月28日ま

で)の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３  連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４  財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を適切に

把握し、会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、会計基準等の新設及び変更に関する情報を収集しております。また、専門的な情報を有する団体等が主催する研

修・セミナーへの参加等を行っております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※１  594,886 ※１  369,447

  受取手形 3,293 10,601

  売掛金 440,572 553,978

  リース投資資産 32,655 84,232

  商品 114,406 96,201

  仕掛品 17,387 37,208

  原材料及び貯蔵品 378 1,514

  前払費用 28,488 28,458

  繰延税金資産 36,343 36,292

  未収入金 41,798 38,770

  その他 678 1,474

  貸倒引当金 △1,642 △2,054

  流動資産合計 1,309,245 1,256,127

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※１  308,925 ※１  437,414

    減価償却累計額 △133,637 △139,474

    建物（純額） 175,287 297,940

   構築物 14,978 27,587

    減価償却累計額 △11,343 △11,834

    構築物（純額） 3,635 15,753

   車両運搬具 2,449 2,449

    減価償却累計額 △2,438 △2,449

    車両運搬具（純額） 11 0

   工具、器具及び備品 205,503 200,124

    減価償却累計額 △153,369 △150,141

    工具、器具及び備品（純額） 52,134 49,982

   土地 ※１  336,933 ※１  320,425

   リース資産 9,656 9,656

    減価償却累計額 △7,244 △8,357

    リース資産（純額） 2,411 1,298

   有形固定資産合計 570,413 685,400

  無形固定資産   

   ソフトウエア 7,895 6,092

   その他 2,448 2,448

   無形固定資産合計 10,344 8,541
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１  425 ※１  530

   出資金 710 610

   従業員に対する長期貸付金 111 －

   破産更生債権等 64 981

   長期前払費用 81 4,108

   繰延税金資産 81,337 79,156

   敷金及び保証金 238,141 242,010

   ゴルフ会員権 ※１  21,868 ※１  13,898

   貸倒引当金 △8,013 △5,060

   投資その他の資産合計 334,726 336,235

  固定資産合計 915,484 1,030,176

 資産合計 2,224,729 2,286,304

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 14,041 －

  買掛金 270,994 349,350

  短期借入金 － ※１  100,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※１  76,532 ※１  35,136

  1年内償還予定の社債 ※１  40,000 ※１  40,000

  リース債務 13,193 28,838

  未払金 62,696 46,732

  未払費用 47,484 44,839

  未払法人税等 91,331 19,946

  未払消費税等 18,633 3,297

  前受金 181 5,233

  預り金 56,288 51,486

  前受収益 13,015 11,798

  賞与引当金 61,500 61,800

  資産除去債務 4,797 －

  その他 433 270

  流動負債合計 771,123 798,729

 固定負債   

  社債 ※１  190,000 ※１  150,000

  長期借入金 ※１  133,173 ※１  98,037

  リース債務 22,097 57,127

  退職給付引当金 240,674 232,623

  資産除去債務 39,082 47,464

  その他 1,955 6,290

  固定負債合計 626,983 591,542

 負債合計 1,398,106 1,390,271
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 200,000 200,000

  資本剰余金   

   その他資本剰余金 144,450 144,450

   資本剰余金合計 144,450 144,450

  利益剰余金   

   利益準備金 50,000 50,000

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 437,186 506,528

   利益剰余金合計 487,186 556,528

  自己株式 △5,000 △5,000

  株主資本合計 826,636 895,978

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △13 54

  評価・換算差額等合計 △13 54

 純資産合計 826,622 896,032

負債純資産合計 2,224,729 2,286,304
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年３月１日
　至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
　至 平成26年２月28日)

売上高   

 ソリューション売上高 ※１  1,725,823 ※１  1,751,661

 モバイル売上高 ※２  3,284,644 ※２  3,585,627

 売上高合計 5,010,468 5,337,288

売上原価   

 ソリューション売上原価 1,060,341 1,060,510

 モバイル売上原価 2,036,523 2,497,505

 売上原価合計 3,096,865 3,558,015

売上総利益 1,913,602 1,779,273

販売費及び一般管理費 ※３  1,548,729 ※３  1,564,844

営業利益 364,872 214,428

営業外収益   

 受取利息 235 262

 受取配当金 1,540 12

 受取家賃 8,708 8,822

 受取保険金 3,037 －

 その他 3,542 3,966

 営業外収益合計 17,064 13,063

営業外費用   

 支払利息 5,750 4,345

 社債利息 3,054 2,297

 株式交付費 3,069 －

 株式公開費用 8,000 －

 ゴルフ会員権評価損 940 4,100

 その他 2,063 1,668

 営業外費用合計 22,877 12,411

経常利益 359,060 215,081

特別利益   

 固定資産売却益 － ※４  8,868

 投資有価証券売却益 9,998 －

 特別利益合計 9,998 8,868

税引前当期純利益 369,058 223,949

法人税、住民税及び事業税 153,422 92,788

法人税等調整額 4,318 2,194

法人税等合計 157,741 94,982

当期純利益 211,316 128,967
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【ソリューション売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
 至 平成26年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ  材料費  530,157 50.1 568,941 52.7

Ⅱ  労務費  238,637 22.6 229,691 21.3

Ⅲ  経費 ※１ 288,627 27.3 281,295 26.0

当期総製造費用  1,057,422 100.0 1,079,929 100.0

仕掛品期首たな卸高  20,295  17,387  

他勘定受入高 ※２ 11  402  

合計  1,077,729  1,097,719  

仕掛品期末たな卸高  17,387  37,208  

他勘定振替高 ※３ 0  ―  

ソリューション売上原価  1,060,341  1,060,510  
 

 

(注)  ※１  主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

外注加工費 208,493 211,655

減価償却費 16,840 14,242

賃借料 20,396 19,505
 

 

※２  他勘定受入高の内容は、次のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

工具、器具及び備品 11 402
 

 

※３  他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

販売費及び一般管理費 0 ―
 

 

（原価計算の方法）

当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。
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【モバイル売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
 至 平成26年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ  商品期首たな卸高  99,966 4.6 114,406 4.4

Ⅱ  当期商品仕入高  2,064,927 95.4 2,487,030 95.6

合計  2,164,894 100.0 2,601,436 100.0

商品期末たな卸高  114,406  96,201  

他勘定振替高 ※１ 13,965  7,729  

モバイル売上原価  2,036,523  2,497,505  
 

 

(注)  ※１  他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

販売費及び一般管理費 13,965 6,793

工具、器具及び備品 ― 935
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年３月１日　至 平成25年２月28日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他

資本剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 200,000 － － 49,652 259,217 308,869

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 348 △33,348 △33,000

当期純利益 　 　 　 　 211,316 211,316

自己株式の処分 　 144,450 144,450 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － 144,450 144,450 348 177,968 178,316

当期末残高 200,000 144,450 144,450 50,000 437,186 487,186
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △140,000 368,869 4,318 4,318 373,187

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △33,000 　 　 △33,000

当期純利益 　 211,316 　 　 211,316

自己株式の処分 135,000 279,450 　 　 279,450

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 △4,331 △4,331 △4,331

当期変動額合計 135,000 457,766 △4,331 △4,331 453,435

当期末残高 △5,000 826,636 △13 △13 826,622
 

 

EDINET提出書類

協立情報通信株式会社(E27235)

有価証券報告書

50/88



 

 当事業年度(自 平成25年３月１日　至 平成26年２月28日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他

資本剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 200,000 144,450 144,450 50,000 437,186 487,186

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　  △59,625 △59,625

当期純利益 　 　 　 　 128,967 128,967

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － － 69,342 69,342

当期末残高 200,000 144,450 144,450 50,000 506,528 556,528
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △5,000 826,636 △13 △13 826,622

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △59,625 　 　 △59,625

当期純利益 　 128,967 　 　 128,967

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 67 67 67

当期変動額合計 － 69,342 67 67 69,410

当期末残高 △5,000 895,978 54 54 896,032
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年３月１日
　至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
　至 平成26年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 369,058 223,949

 減価償却費 60,385 62,187

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,777 1,328

 賞与引当金の増減額（△は減少） 300 300

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 923 △8,051

 受取利息及び受取配当金 △1,776 △274

 支払利息及び社債利息 8,804 6,642

 固定資産売却損益（△は益） － △8,868

 投資有価証券売却損益（△は益） △9,998 －

 売上債権の増減額（△は増加） △36,390 △121,663

 たな卸資産の増減額（△は増加） △11,334 △2,753

 仕入債務の増減額（△は減少） 32,372 64,314

 未払金の増減額（△は減少） 4,851 △5,488

 その他 △19,264 △7,728

 小計 400,710 203,895

 利息及び配当金の受取額 1,589 90

 利息の支払額 △8,707 △6,611

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △193,868 △163,163

 営業活動によるキャッシュ・フロー 199,723 34,210

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △50,613 △48,116

 定期預金の払戻による収入 63,113 48,116

 有形固定資産の取得による支出 △32,627 △199,412

 有形固定資産の売却による収入 － 25,437

 無形固定資産の取得による支出 △824 △2,788

 投資有価証券の売却による収入 40,726 －

 貸付金の回収による収入 516 396

 その他 △195 △6,408

 投資活動によるキャッシュ・フロー 20,094 △182,775

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △30,000 100,000

 長期借入金の返済による支出 △99,332 △76,532

 社債の償還による支出 △69,880 △40,000

 自己株式の処分による収入 279,450 －

 配当金の支払額 △33,000 △59,198

 その他 △1,377 △1,145

 財務活動によるキャッシュ・フロー 45,860 △76,876

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 265,679 △225,441

現金及び現金同等物の期首残高 281,090 546,769

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  546,769 ※１  321,328
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１  有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均

法により算定）

 

２  たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(1) 商品(携帯電話本体)、仕掛品

個別法

(2) 商品(携帯電話付属品)、原材料及び貯蔵品

先入先出法

 

３  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く)

定率法によっております。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～50年

工具、器具及び備品 ３～15年
 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用ソフトウエア ５年
 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

４ 繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

 

５ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 
(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

 

(3) 退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法）の見込額に基づき計上し

ております。
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６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手元現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（会計上の見積の変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成25年３月１日以降に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の減価償却費が2,132千円減少し、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益はそれぞれ2,132千円増加しております。

 

（表示方法の変更）

（損益計算書関係）

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「ゴルフ会員権評価損」は、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映

させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた3,003千円は、

「ゴルフ会員権評価損」940千円、「その他」2,063千円として組み替えております。
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(貸借対照表関係)

※１ (担保資産及び担保付債務)

(1) 担保に提供している資産は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

現金及び預金（定期預金） 40,116千円 40,119千円

建物 69,742 〃 66,606 〃

土地 285,719 〃 285,719 〃

投資有価証券 425 〃 530 〃

ゴルフ会員権 1,860 〃 1,860 〃

計 397,863千円 394,835千円
 

 

(2) 担保付債務は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

短期借入金 ― 61,827千円

１年内返済予定の長期借入金 61,827千円 35,136 〃

１年内償還予定の社債
(銀行保証付無担保社債)

40,000 〃 40,000 〃

社債（銀行保証付無担保社債） 190,000 〃 150,000 〃

長期借入金 133,173 〃 98,037 〃

計 425,000千円 385,000千円
 

 

２  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

当座貸越極度額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高  ― 100,000 〃

差引額 1,000,000千円 900,000千円
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(損益計算書関係)

※１  ソリューション売上高の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

製品売上高 1,146,286千円 1,187,479千円

役務売上高 579,536 〃 564,182 〃

計 1,725,823千円 1,751,661千円
 

 

※２  モバイル売上高の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

商品売上高 2,559,031千円 2,987,021千円

役務売上高 725,613 〃 598,606 〃

計 3,284,644千円 3,585,627千円
 

 

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

給料及び賞与 726,870千円 728,616千円

法定福利費 149,579 〃 159,088 〃

賞与引当金繰入額 50,119 〃 50,448 〃

退職給付費用 21,038 〃 26,425 〃

減価償却費 43,545 〃 47,945 〃

おおよその割合   

販売費 3％ 4％

一般管理費 97〃 96〃
 

 

※４  固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

建物 ― 399千円

土地 ― 8,469 〃

計 ― 8,868千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 400,000 800,000 ― 1,200,000
 

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加　　800,000株

 

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 70,000 140,000 202,500 7,500
 

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加　　140,000株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

公募による自己株式処分による減少　　150,000株

第三者割当による自己株式処分による減少　　52,500株

 

３ 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

平成24年ストック・オプショ
ンとしての新株予約権

― ― ― ― ― ―
 

（注）平成24年ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月25日
定時株主総会

普通株式 33,000 100 平成24年２月29日 平成24年５月28日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月30日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 59,625 50 平成25年２月28日 平成25年５月31日
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当事業年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,200,000 ― ― 1,200,000
 

 

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 7,500 ― ― 7,500
 

 

３ 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

平成24年ストック・オプショ
ンとしての新株予約権

― ― ― ― ― ―
 

（注）平成24年ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月30日
定時株主総会

普通株式 59,625 50 平成25年２月28日 平成25年５月31日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 59,625 50 平成26年２月28日 平成26年５月30日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

現金及び預金 594,886千円 369,447千円

預入期間３か月超の定期預金 △48,116 〃 △48,119 〃

現金及び現金同等物 546,769千円 321,328千円
 

 

(リース取引関係)

１  ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

サーバー及び店舗設備（工具、器具及び備品）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３  固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

１年内 6,204千円 14,244千円

１年超 41,363千円 183,228千円
 

 

３ 転リース

転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金額で貸借対照表に計上している額

(1) リース投資資産

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

流動資産 32,655千円 84,232千円
 

 

(2) リース債務

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

流動負債 12,047千円 28,156千円

固定負債 20,677千円 56,389千円
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、運転資金（主として短期）及び設備投資に必要な資金を調達しております。一時的な余剰資金の運

用については安全性の高い金融資産で運用しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達して

おります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金、リース投資資産及び未収入金については、顧客の信用リスクを負ってお

ります。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクを負っております。

敷金及び保証金については、そのほとんどが事務所及び小売店の賃貸借契約にあたり差し入れた敷金及び保

証金であり、差入先の信用リスクを負っております。

ゴルフ会員権については、ゴルフ会員権の取得にあたり差し入れた預託金であり、差入先の信用リスクを

負っております。

営業債務である支払手形及び買掛金については、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。

長期借入金及び社債については、設備投資に係る資金調達を目的としており、このうち一部は変動金利であ

るため、金利の変動リスクを負っております。

リース債務については、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものです。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、個別案件ごとに取引先の状況をモニタリングし、取引相手ご

とに期日及び残高を管理するとともに財務状態の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直してお

ります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次の表には含めておりません（（注）２.をご参照ください。）。

前事業年度(平成25年２月28日)

（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 594,886 594,886 ―

(2)受取手形 3,293 3,293 ―

(3)売掛金 440,572 440,572 ―

(4)リース投資資産 32,655 32,638 △17

(5)未収入金 41,798 41,798 ―

(6)投資有価証券 425 425 ―

(7)敷金及び保証金 205,151 187,297 △17,853

(8)ゴルフ会員権 21,868   

　　 貸倒引当金（※１） △7,949   

 13,919 9,620 △4,299

資産計 1,332,702 1,310,531 △22,170

(1)支払手形 14,041 14,041 ―

(2)買掛金 270,994 270,994 ―

(4)未払金 62,696 62,696 ―

(5)未払費用 47,484 47,484 ―

(6)未払法人税等 91,331 91,331 ―

(7)未払消費税等 18,633 18,633 ―

(8)前受金 181 181 ―

(9)預り金 56,288 56,288 ―

(10)社債（※２） 230,000 229,904 △95

(11)長期借入金（※３） 209,705 213,631 3,926

(12)リース債務（※４） 35,291 34,557 △733

負債計 1,036,648 1,039,745 3,097
 

（※１） ゴルフ会員権に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※２） １年内償還予定の社債を含めて記載しております。

（※３） １年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。

（※４） リース債務（流動）を含めて記載しております。
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当事業年度(平成26年２月28日)

（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 369,447 369,447 ―

(2)受取手形 10,601 10,601 ―

(3)売掛金 553,978 553,978 ―

(4)リース投資資産 84,232 84,155 △76

(5)未収入金 38,770 38,770 ―

(6)投資有価証券 530 530 ―

(7)敷金及び保証金 208,838 195,002 △13,835

(8)ゴルフ会員権 13,898   

　　 貸倒引当金（※１） △4,079   

 9,819 11,810 1,990

資産計 1,276,218 1,264,296 △11,922

(2)買掛金 349,350 349,350 ―

(3)短期借入金 100,000 100,000 ―

(4)未払金 46,732 46,732 ―

(5)未払費用 44,839 44,839 ―

(6)未払法人税等 19,946 19,946 ―

(7)未払消費税等 3,297 3,297 ―

(8)前受金 5,233 5,233 ―

(9)預り金 51,486 51,486 ―

(10)社債（※２） 190,000 190,042 42

(11)長期借入金（※３） 133,173 134,325 1,152

(12)リース債務（※４） 85,965 85,294 △670

負債計 1,030,025 1,030,548 523
 

（※１） ゴルフ会員権に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※２） １年内償還予定の社債を含めて記載しております。

（※３） １年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。

（※４） リース債務（流動）を含めて記載しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金、(5)未収入金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)リース投資資産

リース投資資産については、合理的に見積もった将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に

信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて現在価値を算定しております。

(6)投資有価証券

投資有価証券について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する

事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。
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(7)敷金及び保証金

敷金及び保証金については、差入先ごとに合理的に見積もった、その将来キャッシュ・フローを国債の

利回り等適切な指標で割り引いて現在価値を算定しております。

(8)ゴルフ会員権

ゴルフ会員権については、ゴルフ会員権取扱店（インターネットサイト含む）等の相場によっておりま

す。

 

負  債

(1)支払手形、(2)買掛金、(3)短期借入金、(4)未払金、(5)未払費用、(6)未払法人税等、(7)未払消費税等、

(8)前受金、(9)預り金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(10)社債

社債については、市場価格がないため、元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に想定される利率で

割り引いて現在価値を算定しております。

(11)長期借入金

長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて現

在価値を算定しております。

(12)リース債務

リース債務については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いて現在価値を算定しております。

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

  (単位：千円)

区分 平成25年２月28日 平成26年２月28日

出資金 710 610

取引保証金 32,990 33,172
 

出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の

対象としておりません。また、取引保証金については、契約の解約時期の見積が困難なため、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから「(7)敷金及び保証金」には含めておりません。
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（注）３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成25年２月28日)

（単位：千円）

 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 594,886 ― ― ―

受取手形 3,293 ― ― ―

売掛金 440,572 ― ― ―

リース投資資産 12,047 20,607 ― ―

未収入金 41,798 ― ― ―

合計 1,092,598 20,607 ― ―
 

敷金及び保証金については、償還期日が明確に把握できないため、上記の償還予定額には含めておりませ

ん。

 

当事業年度(平成26年２月28日)

（単位：千円）

 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 369,447 ― ― ―

受取手形 10,601 ― ― ―

売掛金 553,978 ― ― ―

リース投資資産 28,156 54,658 1,417 ―

未収入金 38,770 ― ― ―

合計 1,000,954 54,658 1,417 ―
 

敷金及び保証金については、償還期日が明確に把握できないため、上記の償還予定額には含めておりませ

ん。

 

（注）４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度(平成25年２月28日)

　（単位：千円）

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債 40,000 40,000 40,000 40,000 70,000 ―

長期借入金 76,532 36,512 36,407 9,372 9,372 41,510

リース債務 13,193 10,980 7,969 2,740 407 ―
 

 

当事業年度(平成26年２月28日)

　（単位：千円）

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 100,000 ― ― ― ― ―

社債 40,000 40,000 40,000 70,000 ― ―

長期借入金 35,136 37,783 9,372 9,372 9,372 32,138

リース債務 28,838 25,826 17,886 10,155 1,841 1,417
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(有価証券関係)

１ その他有価証券

前事業年度（平成25年２月28日）

(単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

  株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

  株式 425 446 △21

小計 425 446 △21

合計 425 446 △21
 

（注）  表中の「取得原価」は減損処理後の金額であります。

また、期末における時価が取得価額に比べて30～50％程度下落した場合には、当該銘柄の回復可能性を考慮

して必要と認められた額について減損処理を行っております。

 

当事業年度（平成26年２月28日）

(単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

  株式 530 446 84

小計 530 446 84

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

  株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 530 446 84
 

（注）  表中の「取得原価」は減損処理後の金額であります。

また、期末における時価が取得価額に比べて30～50％程度下落した場合には、当該銘柄の回復可能性を考慮

して必要と認められた額について減損処理を行っております。

 

２  事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

（単位：千円）

区分 売却額 売却益の合計 売却損の合計

株式 40,726 9,998 ―

合計 40,726 9,998 ―
 

 

当事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１  採用している退職給付制度の概要

当社は退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

 

２  退職給付債務に関する事項

 

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

退職給付債務(千円) 240,674 232,623

退職給付引当金(千円) 240,674 232,623
 

 

３  退職給付費用に関する事項

 

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

勤務費用(千円) 24,816 31,182

退職給付費用(千円) 24,816 31,182
 

 

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は簡便法を採用しているため、基礎率等については記載しておりません。
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（ストック・オプション等関係）

１　ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

決議年月日 平成24年９月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、当社従業員26名

株式の種類及び付与数 普通株式　9,600株

付与日 平成24年９月28日

権利確定条件

①新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、
監査役または従業員の地位にあることを要する。ただし、新
株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由が
あると当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。
②当社が発行する株式に係る株券が日本国内の金融商品取引
所において上場されるまでは、新株予約権を行使することは
できない。
③その他の条件については、当社の株主総会及び取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予
約権割当契約書」に定めるところによる。

対象勤務期間 対象期間の定めはありません。

権利行使期間 平成26年９月28日～平成34年９月27日
 

 

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度（平成26年２月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

決議年月日 平成24年９月27日

権利確定前（株）  

　前事業年度末 9,600

　付与 ―

　失効 100

　権利確定 ―

　未確定残 9,500

権利確定後（株）  

　前事業年度末 ―

　権利確定 ―

　権利行使 ―

　失効 ―

　未行使残 ―
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②単価情報

決議年月日 平成24年９月27日

権利行使価格（円） 1,500

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価（円） ―
 

（注）当社は付与日時点では未公開企業であったため、付与日における単位当たりの本源的価値と読み替えて記

載しております。

 

３　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

 

４　当事業年度末における本源的価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利

行使日における本源的価値の合計額
　

①当事業年度末における本源的価値の合計額 3,515千円

②当事業年度において権利行使された本源的価値の合計額 ―千円
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

(繰延税金資産)   

賞与引当金 23,376千円 23,490千円

たな卸資産 1,122 〃 1,288 〃

未払事業所税 1,608 〃 1,662 〃

未払事業税 7,353 〃 2,833 〃

退職給付引当金 85,776 〃 82,907 〃

減損損失 142,206 〃 141,699 〃

ゴルフ会員権評価損 15,284 〃 16,746 〃

資産除去債務 15,752 〃 16,916 〃

その他有価証券評価差額金 7 〃 ―

その他 10,260 〃 16,012 〃

小計 302,749千円 303,555千円

評価性引当額 △176,206千円 △179,258千円

合計 126,542千円 124,297千円

   

(繰延税金負債)   

資産除去債務 8,294千円 8,818千円

その他有価証券評価差額金 ― 29 〃

その他 567 〃 ―

合計 8,862千円 8,848千円

繰延税金資産の純額 117,680千円 115,449千円
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

法定実効税率 40.7％ 38.0％

(調整)   

住民税均等割 0.6〃 1.0〃

評価性引当額の増減 △0.9〃 1.5〃

交際費等永久に損金算入されない項目 1.5〃 2.1〃

留保金課税 0.3〃 ―

税率変更による期末繰延税金資産の
減額修正

0.7〃 ―

その他 △0.1〃 △0.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.7％ 42.4％
 

 

３ 決算日後の法人税等の税率の変更

「所得税等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以降に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成27年３月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる

一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

この税率の変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1)当該資産除去債務の概要

各事業所及び店舗建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

(2)当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から10年～40年と見積り、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の流通利回りを使用して

資産除去債務の金額を計算しております。

 

(3)当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

期首残高 43,079千円 43,880千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― 7,635 〃

時の経過による調整額 800 〃 817 〃

資産除去債務の履行による減少額 ― △4,869 〃

期末残高 43,880千円 47,464千円
 

 

(賃貸等不動産関係)

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のマンション、オフィスビル(土地を含む。)及び遊休資産等を有し

ております。平成25年２月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は2,861千円であります。平成26年２月期に

おける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は2,022千円であります。

賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び期中における主な変動並びに決算日における時価及び当該時価の算定方法は

以下のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

貸借対照表計上額

期首残高 95,741 94,202

期中増減額 △1,539 △39,241

期末残高 94,202 54,960

期末時価 76,318 41,282
 

（注）１ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２ 期中増減額のうち、前事業年度の主な減少は減価償却費(1,539千円)であります。

当事業年度の主な減少は賃貸等不動産から事業用不動産への振替額（38,255千円）及び減価償却費（986千

円）であります。

３ 当事業年度末の時価は主として「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調

整を行ったものを含む。）であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

１  報告セグメントの概要

(1)報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品・サービスについて包括的な戦略

を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「ソリューション事

業」及び「モバイル事業」の２つを報告セグメントとしております。

(2)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「ソリューション事業」は、主に情報システムの販売及びサポートサービスをしております。

「モバイル事業」は、主に携帯電話等の販売をしております。

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。

「会計上の見積の変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当

事業年度より、平成25年３月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当事業年度の「ソリューション事業」のセグメント利益が1,249千円増

加し、「モバイル事業」のセグメント利益が882千円増加しております。

 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日)

(単位：千円)

 
報告セグメント

調整額 財務諸表計上額
ソリューション事業 モバイル事業

売上高     

外部顧客への売上高 1,725,823 3,284,644 ― 5,010,468

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ―

計 1,725,823 3,284,644 ― 5,010,468

セグメント利益 223,026 141,846 ― 364,872

セグメント資産 422,973 617,197 1,184,558 2,224,729

その他の項目     

減価償却費 33,862 26,523 ― 60,385

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

30,489 6,185 ― 36,674
 

（注）１　セグメント利益の合計は、損益計算書の営業利益と一致しております。

２　セグメント利益には適当な配賦基準によって、各報告セグメントに配賦された全社費用を含んでおりま

す。

３　調整額の内容は、各セグメントに属さない全社管理の資産であり、本社の現金及び預金等であります。
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当事業年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日)

(単位：千円)

 
報告セグメント

調整額 財務諸表計上額
ソリューション事業 モバイル事業

売上高     

外部顧客への売上高 1,751,661 3,585,627 ― 5,337,288

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ―

計 1,751,661 3,585,627 ― 5,337,288

セグメント利益 211,077 3,351 ― 214,428

セグメント資産 566,556 798,015 921,731 2,286,304

その他の項目     

減価償却費 27,207 34,980 ― 62,187

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

14,295 178,611 ― 192,906
 

（注）１　セグメント利益の合計は、損益計算書の営業利益と一致しております。

２　セグメント利益には適当な配賦基準によって、各報告セグメントに配賦された全社費用を含んでおりま

す。

３　調整額の内容は、各セグメントに属さない全社管理の資産であり、本社の現金及び預金等であります。

 

【関連情報】

前事業年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３  主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ティーガイア 2,784,822
ソリューション事業及びモバイル事
業
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当事業年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３  主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ティーガイア 3,067,464
ソリューション事業及びモバイル事
業

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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（持分法損益等）

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１  関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 

２  親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

１株当たり純資産額 693円18銭 751円39銭

１株当たり当期純利益金額 212円56銭 108円15銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額

211円25銭 107円79銭
 

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

項目
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益(千円) 211,316 128,967

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る当期純利益(千円) 211,316 128,967

　普通株式の期中平均株式数（株） 994,130 1,192,500

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） 　― ―

　普通株式増加数（株） 6,206 4,009

　（うち新株予約権（株）） (6,206) (4,009)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省

略しております。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

建物 308,925 153,839 25,350 437,414 139,474 31,126 297,940

構築物 14,978 13,424 815 27,587 11,834 1,306 15,753

車両運搬具 2,449 ― ― 2,449 2,449 11 0

工具、器具及び備品 205,503 22,854 28,233 200,124 150,141 24,038 49,982

土地 336,933 ― 16,508 320,425 ― ― 320,425

リース資産 9,656 ― ― 9,656 8,357 1,113 1,298

建設仮勘定 ― 85,832 85,832 ― ― ― ―

有形固定資産計 878,446 275,951 156,740 997,658 312,257 57,596 685,400

無形固定資産        

ソフトウエア ― ― ― 32,257 26,164 4,591 6,092

その他 ― ― ― 2,448 ― ― 2,448

無形固定資産計 ― ― ― 34,705 26,164 4,591 8,541

長期前払費用 618 4,694 1,084 4,228 120 ― 4,108

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―
 

（注）１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　建物　　　　　　　　ドコモショップ八潮駅前店移転　138,541千円

　　工具、器具及び備品　　　　　　　　〃　　　　　　　 12,459千円

 ２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　　建物　　　　　　　　ドコモショップ八潮駅前店移転　 12,115千円

　　　　　　　　　　　　社員寮売却　　　　　　　　　　　　967千円

　　工具、器具及び備品　ドコモショップ八潮駅前店移転　 4,105千円

　　土地　　　　　　　　社員寮売却　　　　　　　　　　 16,508千円

３ 建設仮勘定の「当期増加額」及び「当期減少額」は、ドコモショップ八潮駅前店の移転によるものであり

ます。

４ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。
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【社債明細表】

 

銘柄 発行年月日
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

第2回無担保社債

(株式会社三菱東京

UFJ銀行保証付及び適

格機関投資家限定)

（※４）

平成19年
２月23日

80,000

 

60,000

(20,000)
 （※２） なし

平成29年

２月23日

第3回無担保社債

(株式会社みずほ銀行

保証付及び適格機関

投資家限定)

（※４）

平成20年
２月22日

150,000
130,000

(20,000)
 （※３） なし

平成30年

１月31日

合計 ―
230,000

 

190,000

(40,000)
― ― ―

 

(注)    １  「当期末残高」欄の（  ）内は内書きで１年内償還予定の金額であります。

※２ 第１回利率は、0.7％です。以降、各利息期間については、決定される基準利率に年利0.1％を加えた利

率になります。

※３ 第１回利率は、1.0％です。以降、各利息期間については、決定される基準利率に年利0.1％を加えた利

率になります。

※４  平成22年２月１日の情報開発リース株式会社との合併により、当社が受け入れたものであります。

５  貸借対照表日後における償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

５年超
（千円）

40,000 40,000 40,000 70,000 ― ―
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【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 100,000 1.5 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 76,532 35,136 1.3 ―

１年以内に返済予定のリース債務 13,193 28,838 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定

のものを除く。)
133,173 98,037 1.9 平成27年～平成35年

リース債務(１年以内に返済予定

のものを除く。)
22,097 57,127 ― 平成27年～平成32年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 244,996 319,138 ― ―
 

(注) １  「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借

対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２  長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後における１年ごとの返済予

定額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(千円)

２年超３年以内

(千円)

３年超４年以内

(千円)

４年超５年以内

(千円)

５年超

（千円）

長期借入金 37,783 9,372 9,372 9,372 32,138

リース債務 25,826 17,886 10,155 1,841 1,417
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額

(目的使用)

(千円)

当期減少額

(その他)

(千円)

当期末残高

(千円)

貸倒引当金 9,656 1,575 3,870 247 7,114

賞与引当金 61,500 61,800 61,500 ― 61,800
 

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、

資産除去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  資産の部

ａ  現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 6,722

預金  

当座預金 172,489

普通預金 14,865

通知預金 27,250

定期預金 148,119

預金計 362,724

合計 369,447
 

 

ｂ  受取手形

イ  相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

日本コーケン株式会社 4,959

株式会社モリイチ 4,067

株式会社不二工機 1,575

合計 10,601
 

 

ロ  期日別内訳

 

期日 金額(千円)

平成26年３月満期 6,247

平成26年４月満期 1,886

平成26年５月満期 2,467

合計 10,601
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ｃ  売掛金

イ  相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

株式会社ティーガイア 253,700

学校法人自由ヶ丘学園 42,687

東京都水道局 19,286

株式会社ＮＴＴドコモ 10,886

株式会社ケーアイ・フレッシュアクセス 10,340

その他 217,077

合計 553,978
 

 

ロ  売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

 

滞留期間(日)
 (Ａ)＋(Ｄ)  
 ２  
 (Ｂ)  
 365  

 

440,572 5,604,153 5,490,748 553,978 90.8 32.4
 

(注)  消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

 

ｄ  商品

 

品名 金額(千円)

携帯電話本体 85,310

付属品 10,891

合計 96,201
 

 

ｅ  仕掛品

 

区分 金額(千円)

材料費 36,188

労務費 732

経費 287

合計 37,208
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ｆ  原材料及び貯蔵品

 

品名 金額(千円)

主要材料 402

その他 1,112

合計 1,514
 

 

ｇ  敷金及び保証金

 

相手先 金額(千円)

エンパイヤ自動車株式会社 77,121

有限会社伊藤商事 46,250

大和証券オフィス投資法人 39,468

日本電気株式会社 32,853

株式会社ヒューマックス 16,218

その他 30,098

合計 242,010
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②  負債の部

ａ 買掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

株式会社ティーガイア 193,648

日本電気株式会社 61,878

日本事務器株式会社 12,964

株式会社オービックビジネスコンサルタント 9,842

ソフトバンクＢＢ株式会社 9,385

その他 61,630

合計 349,350
 

 

ｂ 退職給付引当金

 

区分 金額(千円)

退職給付債務 232,623

合計 232,623
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 1,318,270 2,525,060 3,884,694 5,337,288

税引前四半期(当期)
純利益金額

(千円) 71,608 89,881 114,912 223,949

四半期(当期)純利益
金額

(千円) 39,071 47,608 61,973 128,967

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 32.76 39.92 51.97 108.15
 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純
利益金額

(円) 32.76 7.16 12.05 56.18
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３か月以内

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日
２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社  本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社  全国各支店
みずほ証券株式会社  本店及び全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行います。
http://www.kccnet.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載します。

株主に対する特典

基準日　　　毎年２月末日
所有株式数　５単元 (500株) 以上
特典内容　　保有株式数に応じて、以下の通り。
           500株以上1,000株未満 島根県仁多郡産コシヒカリ「仁多米」２kg
           1,000株以上 　　　　 島根県仁多郡産コシヒカリ「仁多米」５kg

 

（注） 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨定

款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

（１） 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第48期(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日)　平成25年５月31日関東財務局長に提出。

 
（２）内部統制報告書及びその添付書類

平成25年５月31日関東財務局長に提出。

 
（３）四半期報告書及び確認書

第49期第１四半期(自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日)　平成25年７月12日関東財務局長に提出。

第49期第２四半期(自　平成25年６月１日　至　平成25年８月31日)　平成25年10月11日関東財務局長に提出。

第49期第３四半期(自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日)　平成26年１月14日関東財務局長に提出。

 
（４）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書

平成25年６月３日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成26年５月16日
 

協立情報通信株式会社

取締役会  御中
 

 

有限責任監査法人 トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   水   野   雅　　史   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    澤    田    修    一    ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる協立情報通信株式会社の平成25年３月１日から平成26年２月28日までの第49期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、協立情

報通信株式会社の平成26年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、協立情報通信株式会社の平成

26年２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、協立情報通信株式会社が平成26年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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